
ケアマネジメントの注意事項について
１ 第１表：居宅サービス計画書（１）の記入について
【生活援助中心型の算定理由】
生活援助中心型の算定理由の記載がない事例が多く見受けられます。

〔居宅サービス計画記載要領〕
算定理由として「単身の世帯に属する利用者」の場合は「１．一人暮らし」に、「家族若しく

は親族と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該利用者ま
たは当該家族等が家事を行うことが困難であるもの」の場合は「２．家族等が障害、疾病等」に
〇を付す。また、家族等に障害、疾病がない場合であっても、同様のやむをえない事情により、
家事が困難な場合等については、「３．その他」に〇を付し、その事情の内容について簡潔明瞭
に記載する。
事情の内容については、例えば、
・家族が高齢で筋力が低下していて、行うのが難しい家事がある場合
・家族が介護疲れで共倒れ等の深刻な問題が起きてしまう恐れがある場合
・家族が仕事で不在の時に、行われなくては日常生活に支障がある場合

などがある。
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1



ケアマネジメントの注意事項について
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ケアマネジメントの注意事項について

１ 第２表：居宅サービス計画書（２）の記入について
【「長期目標」と「短期目標」の期間】
「長期目標」と「短期目標」の「期間」が同じ事例が多く見受けられます。
長期目標、短期目標の期間を共に１年間で設定しているプランが非常に多いです。

〔居宅サービス計画書の様式について〕

「長期目標」・「短期目標」のいずれにも、「期間」を設定することとしている。目
標は達成するために立てられるものであり、目標を達成するために居宅サービス計画が
あるものである。
この「期間」を設定する理由としては、計画的に支援するということと、期間の終期

に目標の達成が図られているか居宅介護支援の評価を行うことにより、例えば、長期間
にわたって漫然とした支援を行うことを防止するという２つがある。

（介護保険最新情報vol.958より）
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ケアマネジメントの注意事項について

１ 第２表：居宅サービス計画書（２）の記入について
[居宅サービス計画書記載要領]
「長期目標」の「期間」は、「生活全般の解決すべき課題（ニーズ）」を、いつまでに、
どのレベルまで解決するのかの期間を記載する。
「短期目標」の「期間」は、「長期目標」の達成のために踏むべき段階として設定した
「短期目標」の達成期限を記載する。

２つの目標の違いは、目標達成を目指す期間の長さ。長期目標は、長い期間をかけて目指す目標を指
し、利用者が最終的にどのような生活を送りたいかによって内容を決定。つまり、利用者が目指す最
終的なゴール。
一方、短期目標は、長期目標を達成するために段階的に目指す目標。長期目標の達成までに、短期

目標をいくつか用意し、短期目標をすべてクリアすると最終的に長期目標も達成できるようなイメー
ジ。このため、短期目標は数ヶ月で達成できるような内容が設定されることが通常で、長期目標に比
べて具体的な内容になっている。

（介護保険最新情報vol.958より）
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ケアマネジメントの注意事項について

３ 課題分析標準項目の改正について（令和5年10月16日一部改正）

（介護保険最新情報vol.1178、1179より）

【課題分析標準項目改正理由】
課題分析標準項目については、これまで大幅な改正は行ってこなかったが、項目
の名称や「項目の主な内容（例）」の記載が一部現状とそぐわないものになって
いることや、令和６年４月から開始される新たな法定研修カリキュラムにおいて、
「適切なケアマネジメント手法」が盛り込まれることを踏まえ、当該手法との整
合性を図る必要があることから、文言の適正化や記載の充実を図ったものである。
なお、情報収集項目がこれまでと変わるわけではない。また、「項目の主な内容
（例）」について、各項目の解釈の違いにより把握する内容に差異が生じないよ
う、全体的に具体的な加筆を増やしているが、これらの内容についてすべての情
報収集を行うことを求めるものではなく、各利用者の課題分析に必要な情報を判
断するための例示であることに留意されたい。
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ケアマネジメントの注意事項について

４ 居宅介護支援の流れ

①居宅介護支援利用申込の受付

②利用者への情報提供

③利用者の状態の把握（アセスメント） 利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接して行う

④居宅サービス計画の原案作成

⑤サービス担当者会議 新規作成、要介護更新認定を受けた場合、要介護状態の区分の変更の認定
を受けた場合、必ず必要。未実施は減算対象
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ケアマネジメントの注意事項について

４ 居宅介護支援の流れ

※赤字部分が未実施の場合、運営基準減算の対象となる。

※「介護予防支援」も基本的に同じ流れで行います。

⑥利用者へ説明と同意の確認 居宅サービス計画の原案について利用者、家族に説明し、文書により同意
を得る。原案とは第１表～第３表、第６表、第７表

⑦居宅サービス計画の交付 利用者及び担当者に交付
利用者には第１表～第３表、第６表、第７表を交付

⑧個別サービス計画の提出依頼 事業者にも居宅サービス計画を交付
居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性を確認

⑨計画実施状況の把握（モニタリング） 利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族と面会して行うことが必要。特段
の事情がない限り、少なくとも１月に１回は利用者の居宅で面接を行い、
かつ少なくとも１月に１回はモニタリングの結果を記録することが必要。
※令和6年度制度改正「他のサービス事業所との連携によるモニタリング」も可能。

※ケアプランの変更が必要な場合、③からの一連の流れを実施。
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ケアマネジメントの注意事項について

５ その他
・居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護を位置付ける場合に
あっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由
を記載するとともに、当該居宅サービス計画を市へ届け出なければならない。

・区分支給限度基準額の利用割合が7割以上 かつ その利用サービスの6割以上を訪問介護
が占める居宅サービス計画を作成する居宅介護支援事業所は、市からの求めがあった場
合、当該居宅サービス計画を市に届け出なければならない。

・訪問看護、通所リハ等医療サービスを居宅サービス計画に位置付ける場合は、主治医
等の指示があることの確認、居宅サービス計画の交付が必要。

・軽度者の福祉用具の例外給付については、認定調査結果に基づくものなのか、それ以
外の方法によるものなのか根拠を整理して関係書類を保管しておく。

（厚生労働省提供資料より）
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